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令和元年度に係る業務の実績に関する評価結果 
国立大学法人東京学芸大学 

 

１ 全体評価 

 
東京学芸大学は、高い知識と教養を備えた創造力・実践力に富む有為の教育者を養成す

ることを目的としている。第３期中期目標期間においては、（１）教育課題の多様化や、教

育環境の変化に対応できる教員の養成、現職教員研修のための組織立上げ、研修プログラ

ムの開発及び実施、（２）教育支援人材の養成及び教育支援者と協働できる教員の養成、（３）

次世代育成教育の研究とその成果の発信等を基本的な目標としている。 
この目標の達成に向け、学長のリーダーシップの下、実践的な教育のためのクロスアポ

イントメント制度を活用した実務家教員の配置を進めるなど、「法人の基本的な目標」に沿

って計画に取り組んでいることが認められる。 
 
（「戦略性が高く意欲的な目標・計画」の取組状況について） 

第３期中期目標期間における「戦略性が高く意欲的な目標・計画」について、令和元年

度は主に以下の取組を実施し、法人の機能強化に向けて積極的に取り組んでいる。 
○  令和元年度から大学院における教員養成機能を教職大学院へ一本化し、チーム・ティ

ーチングで教科指導法と教科専門の教員が共同して授業を行うカリキュラム改革を実

行するなど「東京学芸大学専修免許スタンダード」を発展させる形で、全国の教員養成

大学に先駆けて、教科領域内容を導入しており、再編後は200名以上の教員が教職大学
院に関わるなど教員の意識改革及び組織改革に繋がっている。（ユニット「新しい社会

を創造する力を持つ次世代の子どもを育てるための教員養成と教員研修」に関する取

組） 
○  チームアプローチを取り入れた授業科目の実施状況調査をウェブアンケートで実施

しその結果を全教員にフィードバックしているとともにチームアプローチを取り入れ

た授業科目を平成28年度42科目から令和元年度131科目へと増加させるほか、経済的に
困難な家庭状況にある児童・生徒へのパッケージ型支援に関する調査研究プロジェク

トにおいて、小金井市、足立区、品川区での包括的支援モデルの実践や調査分析を元に、

教員・教員養成系大学向けテキスト及び映像教材のプロトタイプを作成し、研究校と教

育委員会等と協働で検証を行った上で、ウェブ活用等により、全国に発信している。（ユ

ニット「学校教員と協働して教育課題を解決する力を持つ教育支援者の養成と、教育支

援に関する研究成果の発信」に関する取組）  
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２ 項目別評価 

 

＜評価結果の概況＞ 
特 筆 

一定の 
注目事項 

順 調 
おおむね 
順調 

遅れ 
重大な 
改善事項 

（１）業務運営の改善及び効率化   ○    

（２）財務内容の改善   ○    

（３）自己点検・評価及び情報提供   ○    

（４）その他業務運営   ○    

 
 
Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況                          

 
（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標                    
①組織運営の改善 ②教育研究組織の見直し ③事務等の効率化・合理化 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載５事項全てが「年度計画を上回って実施している」又は「年度

計画を十分に実施している」と認められるとともに、下記の状況等を総合的に勘

案したことによる。 
 
 令和元年度の実績のうち、下記の事項について注目される。 
  
○ 実践的な教育のためのクロスアポイントメント制度を活用した実務家教員の配置 

教育学研究科教育支援協働実践開発専攻では、AI工学研究者１名とAI社会実装の実務
家専門研究者２名をクロスアポイントメント制度を活用し、学外から専任教員として加

えており、この専門領域の異なる３名の採用によりAIに関する最新の知見を幅広く教育
内容に取り入れるとともに、大学での教育研究と企業現場での実践の相乗効果を大学の

教育へ還元することで実践的な教育を行うとしている。 
 
 

 
（２）財務内容の改善に関する目標                         
①外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加 ②経費の抑制 ③資産の運用管理の改善 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載３事項全てが「年度計画を上回って実施している」又は「年度

計画を十分に実施している」と認められるとともに、下記の状況等を総合的に勘

案したことによる。 
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 令和元年度の実績のうち、下記の事項について注目される。 
  
○ 寄附金獲得に向けた取組 

個人からの現物資産による寄附を受け入れるため、東京学芸大学基金に文部科学大臣

の証明を受けた基金として「現物資産活用の基金」を設置し、令和元年11月に個人所有
の土地と建物を受け入れるとともに、発展途上国の学校保健サービス創生事業に向けた

寄附金や企業からの学生奨学金のための寄附金を1,200万円受け入れるなど、比較的大き
な金額の寄附金を獲得しており、寄附金収入は令和元年度約４億164万円（平成30年度２
億3,223万円）と増加している。 

 
 
 
（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標           
①評価の充実 ②情報公開や情報発信等の推進 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載２事項全てが「年度計画を上回って実施している」又は「年度

計画を十分に実施している」と認められること等を総合的に勘案したことによ

る。 
 
 
 

（４）その他業務運営に関する重要目標                       
①施設設備の整備・活用等 ②安全管理 ③法令遵守等 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載５事項全てが「年度計画を上回って実施している」又は「年度

計画を十分に実施している」と認められること等を総合的に勘案したことによ

る。 
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Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況                          

 
令和元年度の実績のうち、下記の事項について注目される。 

 
○ 新学習指導要領・新教育職員免許法に対応した学部カリキュラムの改訂 

新学習指導要領・新教育職員免許法に対応し、小学校外国語活動に関する科目として

「英語教員の英語力・指導力のための調査研究プロジェクト」により策定された「外国

語（英語）コアカリキュラム」の内容を反映した「初等英語科教育法」を必修とするほ

か、小学校プログラミング教育に対応する科目として、大学と附属学校との共同研究で

ある特別開発研究プロジェクト「小学校の各教科に位置づけられるプログラミング教育

カリキュラムの開発」等の取組を反映した「小学校におけるプログラミング教育」を、

国際バカロレア教育に対応する科目として国際中等教育学校における国際バカロレア教

育の取組を反映した「国際バカロレア教育論」を開設している。 
 
 

 


